
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　クロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号と、それに続くデータ同期をとるための第
１のデータ同期信号と、それに続くデータ信号と、を含むセクタを単位としてデータの記
録および再生が行われる回転可能なディスク状の情報記録媒体の欠陥検出方法であって、
　前記ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号と、前記第１のデータ同期信号よりも当該信号の前後に前記
情報記録媒体の回転変動分だけ長い第２のデータ同期信号と、前記データ信号とを含むセ
クタを前記情報記録媒体に書き込むステップと、
　前記セクタの読み出しを実行し、前記第２のデータ同期信号によるデータ同期検出が出
来ない場合に、前記セクタの位置に欠陥有りと判別するステップと、
　を含むことを特徴とする欠陥検出方法。
【請求項２】
　クロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号と、それに続くデータ同期をとるための第
１のデータ同期信号と、それに続くデータ信号と、を含むセクタを単位としてデータの記
録および再生が行われる回転可能なディスク状の情報記録媒体の欠陥検出装置であって、
　前記ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号と、前記第１のデータ同期信号よりも当該信号の前後に前記
情報記録媒体の回転変動分だけ長い第２のデータ同期信号と、前記データ信号とを含むセ
クタを前記情報記録媒体に書き込む記録手段と、
　前記情報記録媒体から記録情報を読み出す再生手段と、
　前記再生手段からの前記ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号、前記第２のデータ同期信号および前記
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データ信号とを含む入力データを入力して前記入力データのデータ弁別を行う弁別手段と
、
　前記弁別手段から出力された弁別ビット列により前記第２のデータ同期信号を検出して
出力するデータ同期信号検出手段と、
　前記データ同期信号検出手段から出力された前記第２のデータ同期信号のタイミングに
より前記弁別手段から前記データ信号を出力するデータ出力手段とを備え、
　前記データ出力手段で前記データ信号が出力できない場合に、前記セクタの位置に欠陥
有りと判別することを特徴とする欠陥検出装置。
【請求項３】
　クロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号と、それに続くデータ同期をとるためのデ
ータ同期信号と、それに続くデータ信号と、を含むセクタを単位としてデータの記録およ
び再生が行われる回転可能なディスク状の情報記録媒体と、
　前記情報記録媒体に情報を記録する情報記録手段と、
　前記情報記録媒体から情報を再生する情報再生手段と、
　を含む情報記録再生装置であって、
　前記情報再生手段は、
　前記情報記録手段で記録されたＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号、前記第１のデータ同期信号およ
び前記データ信号と、を含む入力データが弁別された弁別ビット列を入力して前記第１の
データ同期信号を検出して出力する第１のデータ同期信号検出手段と、
　前記情報記録手段で記録されたＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号、前記第１のデータ同期信号より
も当該信号の前後に前記情報記録媒体の回転変動分だけ長い前記第２のデータ同期信号お
よび前記データ信号と、を含む入力データが弁別された弁別ビット列を入力して前記第２
のデータ同期信号を検出して出力する第２のデータ同期信号検出手段と、
　前記第１のデータ同期信号検出手段から出力された第１のデータ同期信号または前記第
２のデータ同期信号検出手段から出力された第２のデータ同期信号を入力し、何れかの信
号を選択するセレクタと、
　前記セレクタから出力される信号により前記弁別ビット列のデータ信号を出力するデー
タ出力手段とを備え、
　前記セレクタにおいて前記第２のデータ同期信号が選択され、前記データ出力手段で前
記データ信号が出力できない場合に、前記セクタに欠陥有りと判別することを特徴とする
情報記録再生装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、情報記録再生技術に係り、特に、情報記録再生装置の情報記録媒体の欠陥を検
出する欠陥検出方法及び欠陥検出装置等に適用して有効な技術に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来の方法について、磁気ディスク装置を例にして説明する。
【０００３】
磁気ディスク装置は、情報を単位記憶領域であるセクタ毎に記録媒体に対して記録または
再生する。図１５はセクタのフォーマットを示す図である。各セクタには、それぞれクロ
ック同期を実施するＰＬＬ（Ｐｈａｓｅ　Ｌｏｃｋｅｄ　Ｌｏｏｐ）の引き込みのための
ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１、ＤＡＴＡの開始位置を検出して変調された符号の復調タイミング
信号を得るためのデータ同期信号５２、実際にデータを記録再生するＤＡＴＡ部５３さら
に、エラー検出や訂正のためのＣＲＣ部・ＥＣＣ部５４がある。各セクタの間には、各種
の遅延時間を吸収するためのパターンであるＧＡＰ部５５がある。
【０００４】
磁気ディスク装置に使用する情報記録媒体である磁気ディスクには、情報の記録再生に適
さないいわゆる欠陥領域が存在する。これは製造過程に於いて、情報を記録するための磁
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気材料が均一でなかったり、不要なゴミや記録面のキズなどのために情報が記録できない
、情報の再生信号が十分に発生しない、あるいは再生信号に大きなノイズが重畳されるこ
となどにより発生するものである。また、磁気ディスクの記録面の表面が何らかの理由に
より生じた凹凸により、再生ヘッドと磁気ディスクの表面とが接触することにより発生す
るいわゆるＴＡ（Ｔｈｅｒｍａｌ　Ａｓｐｅｒｉｔｙ）等も欠陥領域となる。これらの欠
陥領域は、通常は継続的にその不適当な特性を維持するため、将来にわたって情報の記録
再生に適さない。従って、磁気ディスク装置では、そのような欠陥領域について予め検査
をし、検出された欠陥領域については、データ領域として使用しないように登録をするこ
とにより、磁気ディスク装置の情報の誤りを軽減している。
【０００５】
その欠陥領域の検査方法として、実際の使用条件を考慮する方法が提案されている。例え
ば、特開平９－１４５６３４号公報には、実際に使用される記録再生装置のエラー訂正能
力を考慮した欠陥検出方法についての欠陥検出方法が開示されている。情報の記録単位で
あるセクタ毎に、誤り訂正によりエラー発生の有無を検出し、この誤り訂正により訂正さ
れたエラーバイト数に応じて当該セクタの欠陥登録を行うことがなされる。
【０００６】
この方法によれば、実際に使用される記録再生装置のエラー訂正能力に比べて小さな欠陥
の登録を省くことが出来るため、欠陥を効率よく登録することで製造時の歩留まりを向上
させたり、交替処理の発生を低減することで装置性能の向上を図るものである。
【０００７】
また、データ同期信号の検出性能向上のための方法も提案されている。例えば、特開２０
０１－２１６７４３号公報には、再生時にデータ同期信号の検出時における照合部分をそ
の直前または直後の少なくとも一方の記録データをデータ同期信号の一部として利用する
ことでデータ同期信号の検出性能を向上させるものである。つまり、情報の再生時に誤り
難くするための方法であり、誤りをより多く許容するための方法である。欠陥検出は、誤
りを起こす部分を確実に検出することが必要であり、誤りやすい所は出来るだけ誤りを起
こさせ、検出することが望ましい。従って、誤りをより多く許容することは、欠陥検出に
は向かない。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
前述のような誤り訂正を使用する方法は、セクタ単位での欠陥検出と、誤り訂正を正しく
実施するためのデータ同期が正しく行われることが前提となっている。また、ＤＡＴＡ部
、ＣＲＣ部やＥＣＣ部については、期待する欠陥検出が実施できるが、データ同期のため
のデータ同期信号が記録される部分については、誤り訂正の対象外である。そのため、デ
ータ同期信号はデータ部のように欠陥検査の時と実際に装置として情報を記録再生する時
の誤り訂正能力に差をつけることが出来ない。このことは、データ同期信号の部分に対し
てのマージン確保が出来ないことを表している。
【０００９】
また、データ同期信号の正確な検出は、その後のＤＡＴＡ部の符号復調のために非常に重
要であり、常にその正確な検出が求められる。つまり、ＤＡＴＡ部で符号復調されたデー
タが欠陥が無く非常に良いエラー率でも、通常数バイト程度であるデータ同期信号の検出
を誤るとその後の数十から数百バイトのＤＡＴＡ部の符号復調が正しく行われないためで
ある。従って、データ同期信号の部分での欠陥については、極力検出し、欠陥登録をする
ことが望ましい。
【００１０】
さらに、磁気ディスク装置のようなディスク状の記録媒体を回転させて記録再生する装置
では、記録媒体の回転に幾らかの変動が生じるため、実際には、欠陥検査の時と装置とし
て情報を記録する時、さらに情報を書き換える度毎に、データ同期信号の記録される位置
が毎回異なる。このことにより、欠陥検査の時には欠陥がデータ同期信号の部分に無かっ
たために欠陥として検出されず、その後の情報の記録時に記録媒体の回転変動によりデー
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タ同期信号の記録位置が異なり、データ同期信号の検出誤りを起こす結果、当該データ同
期信号に引き続くＤＡＴＡ部が再生不能になることも生じる。
【００１１】
このように、実使用状態を考慮した上でデータ同期信号を正確に検出するために、データ
同期信号の部分での欠陥に対するマージンを確保すること、データ同期信号の部分での欠
陥を極力検出し欠陥登録が出来るようにすること、記録媒体の回転変動を考慮したデータ
同期信号の欠陥検査を行うこと、つまりデータ同期信号の記録される可能性のある位置の
欠陥検査を精度良く行う必要があるという技術的課題がある。
【００１２】
また、欠陥検査を行うための処理時間を短縮することも必要な技術的課題である。
【００１３】
さらに、データ同期信号の信頼性を改善すること、または、データ同期信号の信頼性の改
善量に見合った分のデータ同期信号部分の領域を減らすことも必要な技術的課題である。
情報記録再生装置において、データ同期信号部分の領域を減らすことは、情報の記録再生
のための領域を増加させることが可能であり、所謂フォーマット効率の改善により、情報
記録再生装置の情報の記録容量を増大させることが可能となる。あるいは、データ同期信
号部分の領域を減らすことにより、情報記録領域の単位面積当たりの情報記録密度を下げ
ることで、記録再生の誤りを減らし、情報記録再生装置の性能向上を図ることも可能であ
る。
【００１４】
本発明の目的は、情報記録媒体においてデータ同期信号の記録される可能性のある位置の
欠陥検査を精度良く行うことで、潜在的な媒体欠陥を顕在化させ、情報記録媒体の信頼性
を向上させることにある。
【００１５】
本発明の他の目的は、情報記録媒体の欠陥検査を行うための処理時間を短縮することにあ
る。
【００１６】
本発明の他の目的は、データ同期信号の信頼性の改善による記録データの信頼性の向上、
およびデータ同期信号の信頼性の改善量に見合った分のデータ同期信号部分の領域の削減
によるフォーマット効率の向上を実現することにある。
【００１７】
【課題を解決するための手段】
本発明では、第１に、情報記録媒体の欠陥検出時には、リトライを含む通常の記録情報の
再生時のデータ同期信号よりも長いデータ同期信号を使用してデータ同期検出を実施する
。長いデータ同期信号を使用して、そのデータ同期検出が出来ない場合に情報記録媒体の
欠陥として検出することにより、記録媒体の回転変動を考慮したデータ同期信号の欠陥検
査を行うことが可能となる。通常のデータ同期信号の前後に許容する回転変動分に相当す
る長さとする。また、長いデータ同期信号とするために、データ同期信号の前のＰＬＯ＿
ＳＹＮＣ、及びデータ同期信号の後のＤＡＴＡ部の信号を利用することも可能である。ま
た、ＤＡＴＡ部の信号をＰＬＯ＿ＳＹＮＣと同じ信号にすることで、検出精度の均質化を
図ることも可能である。これらのことにより、欠陥検出時のデータ同期信号の検出率が低
下するが、それは、欠陥検出の性能を上げることになる。
【００１８】
第２に、欠陥検出用のデータ同期信号検出装置を設けることである。欠陥検出時には、欠
陥検出用の長いデータ同期信号に対応したデータ同期検出が可能である。これにより、デ
ータ同期検出が出来ない場合には欠陥として登録することにより、データ同期信号の部分
での欠陥に対するマージンを確保して、情報記憶装置の信頼性を向上させることが可能と
なる。
【００１９】
第３に、欠陥検出用パターン照合手段を設けることである。欠陥検出時には、欠陥検出用
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パターン照合手段によりデータ同期信号の前後の領域を含む範囲でパターン照合を行うこ
とにより、１ビットの誤りでも検出できるようにする。
【００２０】
これにより、欠陥検出用パターン照合がエラーで出来ない場合には欠陥として登録するこ
とにより、データ同期信号の部分での欠陥に対するマージンを確保して、情報記憶装置の
信頼性を向上させることが可能となる。また、欠陥検出時に欠陥検出用パターン照合手段
によりデータ同期信号の前後の領域を含む範囲でパターン照合を一度で行うことが出来る
。このため、回転変動を考慮した部分も含めた欠陥検出が出来るために、欠陥検出のため
の工程を軽減することが可能となる。
【００２１】
さらに、回転変動を考慮した部分を含むデータ同期信号の記録領域の欠陥は、予め検出が
可能となり、データ同期信号が記録される領域に欠陥の無いセクタのみを使用することが
可能となる。従って、実際に情報が記録再生される場合のデータ同期信号の検出において
、欠陥は無いので、ノイズによる信号劣化について考慮すればよい。このため、データ同
期信号の検出誤りが発生しにくく、データ同期信号の検出性能が向上する。また、データ
同期信号の検出性能が向上する分を、データ同期信号の領域を減らすことで、データ同期
信号の検出性能を維持することも可能である。この場合は、データ同期信号の領域を減ら
した分を情報の記録のために使用することで、フォーマット効率を向上させ、情報記録再
生装置の記録容量を向上させることも可能となる。あるいは、データ同期信号の領域を減
らした分で、情報の単位面積当たりの記録密度を低減することで、データの誤りを少なく
することにより、データ同期信号の検出性能ばかりでなく、情報記録再生装置の情報の記
録再生の信頼性についても向上させることも可能である。さらには、データ同期信号の領
域に経時的に発生してくる欠陥についても、欠陥検出時に欠陥を精度良く検出することに
より、その発生要因を少なくすることが可能である。
【００２２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態を図面を参照しながら詳細に説明する。
【００２３】
本発明の第１の実施の形態に係る欠陥検出装置について、図を用いて以下説明する。
【００２４】
まず、図１の一部を用いて、本発明の第１の実施の形態の記録媒体の記録位置とフォーマ
ットについて説明する。磁気ディスク装置等のディスク状記録媒体を使用する情報記録再
生装置では、ディスク状記録媒体上に同心円状に配置されトラックと呼ばれる領域に情報
が記録される。図１の記録媒体１１は、記録媒体上で実際に情報が記録されるトラックの
一部分を抜き出して図示したものである。トラック３１には、情報の記録再生に適さない
欠陥４１が図示する部分にある。このトラック３１に実際に情報が記録されるときのフォ
ーマットの例がフォーマット２２である。フォーマット２２には、ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１
、データ同期信号５２、ＤＡＴＡ部５３が示されている。トラック３１にフォーマット２
２が記録されたときには、欠陥４１の部分がＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１の領域に来ることがわ
かる。このような記録状態においてデータ再生をする場合、欠陥４１はクロック同期を実
施するＰＬＬの引き込みのためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１の最後の部分に来ているため、ク
ロック同期は欠陥４１の部分に来る前に完了していて、欠陥４１によってクロック同期が
外れるようなことがなければ、その後のデータ同期信号５２、ＤＡＴＡ部５３が再生され
る。しかし、前述したように、ディスク状記録媒体は回転変動等の変動要因を持っている
。このためフォーマット２２が常に欠陥４１に対して同じように記録されるわけではなく
、記録する位置やタイミングが相対的に早くなればデータ同期信号５２の部分に一致する
ことも有り得る。この場合には、データ同期信号５２が欠陥４１の影響により正しく再生
されずに、データ同期が出来ないことになる。
【００２５】
トラック３１について、本第１の実施の形態の欠陥検出時のフォーマットをフォーマット
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２１に示す。フォーマット２１は、ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５６、欠陥検出用のデータ同期信号
５７、ＤＡＴＡ部５８が示されている。欠陥検出用のデータ同期信号５７は、通常のフォ
ーマット２２のデータ同期信号５２に比べ、前後に拡張した領域となっている。このため
、前後のＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５６およびＤＡＴＡ部５８の長さは、通常のフォーマット２２
の場合よりも短くなる。データ同期信号５７において前後に拡張する長さは、許容する回
転変動等の量に合わせるのが良い。
【００２６】
また、本実施の形態では、データ同期信号５７の検出は、厳密に行う。つまり、小さな誤
り等も出来る限り許容しないようにする。例えば、データ同期信号５７の領域の全ビット
が一致したときのみデータ同期が出来たと判定することである。このようにすることで、
通常のフォーマット２２では欠陥４１がＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１にあり、データ同期が出来
てしまうために欠陥が看過される虞があるが、本第１の実施の形態のフォーマット２１で
は欠陥４１がデータ同期信号５７の部分にあることになり、データ同期信号５７の検出が
欠陥４１の影響により検出できずデータの再生が出来ないことになる。従って、欠陥４１
によって、データ再生が出来ないことを検出することで、欠陥４１の検出が可能となる。
データ同期信号５７がデータ同期信号５２よりも拡張された長さを持つことから、回転変
動等で通常のフォーマット２２のデータ同期信号５２が記録される可能性のある領域に対
して欠陥の検出が可能となる。
【００２７】
これにより、本実施の形態の欠陥検出工程を経て出荷された磁気ディスク装置等において
、データの記録再生時に、磁気ディスクの回転変動によってデータ同期信号の記録位置が
相対的に変化しても、データ同期信号の記録位置が欠陥位置に一致して当該データ同期信
号および後続のＤＡＴＡ部が再生不能に陥る等の障害の発生を確実に予防することができ
る。
【００２８】
次に図１の記録媒体１２の状態について説明する。記録媒体１２は、記録媒体上で実際に
情報が記録されるトラックの一部分を抜き出して図示したものである。トラック３２には
、情報の記録再生に適さない欠陥４２が図示する部分にある。
【００２９】
このトラック３２に実際に情報が記録されるときのフォーマットの例が前述と同様にフォ
ーマット２２である。トラック３２にフォーマット２２が記録されたときには、欠陥４２
の部分がデータ同期信号５２の領域に来ることがわかる。このような記録状態においてデ
ータ再生をする場合、欠陥４２によってデータ同期信号５２の検出が出来ず、欠陥４２の
検出、及び登録が可能である。
【００３０】
しかし、欠陥検出時に回転変動等の何らかの変動要因によりフォーマット２２が欠陥４２
に対して相対的にずれた位置に記録された場合には、データ同期信号５２の検出が行われ
、ＤＡＴＡ部５３が再生されることで、欠陥４２の検出が出来ない（看過される）可能性
もある。欠陥４２がＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１の部分に来るような場合には、クロック同期は
欠陥４２の部分に来る前に完了していて、欠陥４２でクロック同期が外れるようなことが
なければ再生できる。また、欠陥４２がＤＡＴＡ部５３の部分に来るような場合には、欠
陥４２によってデータ再生に誤りが生じるが、データ再生に於ける誤り訂正によりその誤
りが訂正され、ＤＡＴＡ部５３が正しく再生される。トラック３２についても、欠陥検出
時のフォーマット２１を適用し、データ同期信号５７の検出を厳密に行うことで、変動が
許容範囲内であれば、欠陥４２がデータ同期信号５７の部分にあることになり、データ同
期信号５７の検出が欠陥４２の影響により検出できずデータの再生が出来ないことになる
。従って、欠陥４２によって、データ再生が出来ないことを検出することで、欠陥４２の
検出が可能となる。
【００３１】
さらに図１の記録媒体１３の状態についても説明する。記録媒体１３は、同様に記録媒体
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上で実際に情報が記録されるトラックの一部分を抜き出して図示したものである。トラッ
ク３３には、情報の記録再生に適さない欠陥４３が図示する部分にある。このトラック３
３に実際に情報が記録されるときのフォーマットの例が前述と同様にフォーマット２２で
ある。トラック３３にフォーマット２２が記録されたときには、欠陥４３の部分がＤＡＴ
Ａ部５３の領域に来ることがわかる。
【００３２】
このような記録状態においてデータ再生をする場合、欠陥４３によってＤＡＴＡ部５３の
再生データには誤りが生じるはずであるが、前述の特開平９－１４５６３４号公報に開示
されたような方法を適用して欠陥検出時にも誤り訂正を適用するような場合には、ＤＡＴ
Ａ部５３が誤り訂正により正しく再生され、欠陥４３の検出が出来ない可能性もある。ト
ラック３３についても、拡張されたデータ同期信号５７を持つ欠陥検出時のフォーマット
２１を適用し、データ同期信号５７の検出を厳密に行うことで、データ同期信号５７の記
録位置の変動が許容範囲内であれば、欠陥４３がデータ同期信号５７の部分にあることに
なり、データ同期信号５７の検出が欠陥４３の影響により検出できずデータの再生が出来
ないことになる。従って、欠陥４３によってデータ再生が出来ないことを検出することで
、欠陥４３の検出が可能となる。
【００３３】
本発明の実施の形態によらない従来の方法によって同様のことを実施しようとした場合、
欠陥検出工程を実施するための外乱等の発生を抑えた設備を用意して、データ同期信号の
記録位置が変動し難い状態で欠陥検出を行い、少なくともデータ同期信号の記録位置を平
均的な位置から前後に記録し直し、また、欠陥検出もし直すことが必要である。この場合
でも、本発明の方法によれば１回の欠陥検出工程で済み、本発明によらないものに比べ、
３分の１倍の工程にすることが可能である。しかし、現実には、本発明によらない場合で
特別に外乱等の発生を抑えた設備を用意したとしても幾らかの回転変動は残り、それらを
考慮した場合には、さらにその効果は大きくなることが容易に理解できる。
【００３４】
次に図３を用いて、第１の実施の形態のタイムチャートについて説明する。図３は、図１
に示されるフォーマット２１によって欠陥検出を実施する場合のタイムチャートを表す。
フォーマット２１のように記録されたデータを再生した再生信号１０１がある。再生信号
１０１は、再生動作のためのリードゲート信号（ＲＧ）１０３がアクティブになると、フ
ォーマット２１のＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５６、データ同期信号５７、ＤＡＴＡ部５８のそれぞ
れに対応する再生信号のＰＬＯ＿ＳＹＮＣ１５６、データ同期信号１５７、ＤＡＴＡ部１
５８が再生される。この時、再生信号１０１内のデータ同期信号１５７を検出するための
遅れたイネーブル信号１０４の期間内でデータ同期検出が行われ、その期間内にデータ同
期信号１５７が検出されればＳＹＮＣ検出出力１０５を出力する。ＳＹＮＣ検出出力１０
５により、データ同期信号１６１とＤＡＴＡ部１５８が符号復調等をされた信号のＤＡＴ
Ａ部１５９を含む再生データ出力１０７を出力する。ＳＹＮＣ検出出力１０５が出力され
れば、データ同期信号５７の部分には欠陥がない。ここで、イネーブル信号１０４は、欠
陥検出ではない通常のデータ再生に於けるデータ同期信号５２よりも欠陥検出のためのデ
ータ同期信号５７が拡張されていることにより、データ同期信号５２の検出のためのイネ
ーブル信号に対して遅く出す必要がある。
【００３５】
次に図５および図１１～図１３等を用いて、第１の実施の形態の欠陥検出装置の構成につ
いて説明する。
【００３６】
図１１は、第１の実施の形態の欠陥検出装置の記録系の構成の一例を示すブロック図であ
る。
【００３７】
図１１において、３０１は符号変調器、３０２は制御回路、３０３はセレクタ、３０４は
Ｐ／Ｓ変調器、３０５は記録補正回路である。
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【００３８】
セレクタ３０３には、ＰＬＯ＿ＳＹＮＣパターン３１１、ＳＹＮＣ＿ＢＹＴＥパターン３
１２、欠陥検出用ＳＹＮＣ＿ＢＹＴＥパターン３１３、符号変調器３０１を介して記録デ
ータ入力３１５を符号変調した変調記録データ３１４が入力されている。そして、ライト
ゲート信号３１０（ＷＧ）のアサートの間に制御回路３０２からセレクタ３０３に入力さ
れる切り替えタイミングの制御信号３１６（Ｓ０～Ｓ３）にて、ＰＬＯ＿ＳＹＮＣパター
ン３１１～変調記録データ３１４（ＤＡＴＡ３１４ａ、ＥＣＣ３１４ｂ、ＧＡＰ３１４ｃ
）が選択されて、Ｐ／Ｓ変調器３０４、記録補正回路３０５を経て記録データ出力３１７
として、図示しない記録ヘッドに出力される。
【００３９】
図１２および図１３のタイムチャートに、上述の図１１の記録系における、欠陥検出時お
よび通常時の各々における、各パターンの出力タイミング制御の一例を示す。通常の記録
時には、制御信号Ｓ１にて所定の長さのＳＹＮＣ＿ＢＹＴＥパターン３１２を出力し、欠
陥検査時には、制御信号Ｓ２にて、欠陥検出用ＳＹＮＣ＿ＢＹＴＥパターン３１３の長さ
および前後方向の相対位置の制御を行う。
【００４０】
このように、本実施の形態の記録系では、欠陥検出に際しては、制御信号Ｓ０、制御信号
Ｓ２、制御信号Ｓ３のタイミング制御にて、欠陥検出用ＳＹＮＣ＿ＢＹＴＥパターン３１
３を、通常の記録時のＳＹＮＣ＿ＢＹＴＥパターン３１２よりも長くすることができ、か
つ、前方のＰＬＯ＿ＳＹＮＣパターン３１１および後方のＤＡＴＡ３１４ａに対する相対
的な位置も任意に制御可能である。
【００４１】
図５は、欠陥検出装置のためのデータ同期信号検出手段を含む再生系の構成を説明する図
である。上述の記録系にて、図１のフォーマット２１のように構成されて情報記録媒体上
に記録された情報を再生し、再生データ入力１２０として等化器１１２に入力する。等化
器１１２では、信号を等化して出力する。データ弁別器１１３は、等化器出力を入力して
データ弁別を行い、データ弁別結果を出力する。データ弁別出力は、符号復調器１１４、
データ同期信号検出器１１５及び欠陥検出用データ同期信号検出器１１６に入力する。デ
ータ同期信号検出器１１５は、通常のデータ再生時に使用するデータ同期信号検出手段で
あり、イネーブル信号１２１が入力されている。この他に必要であればデータ同期信号検
出のためのパラメータ等も入力する。欠陥検出用データ同期信号検出器１１６は、欠陥検
出時に使用するデータ同期信号検出手段であり、イネーブル信号１２３、照合パターン１
２４が入力されている。イネーブル信号１２３は、通常のデータ再生に於けるイネーブル
信号１２１に対して、欠陥検出のためのデータ同期信号５７が拡張されている分だけ遅延
させたものである。照合パターン１２４は、欠陥検出のためのデータ同期信号５７を検出
するためのパターンである。データ同期信号検出器１１５及び欠陥検出用データ同期信号
検出器１１６のそれぞれのデータ同期信号検出出力は、セレクタ１１７に入力される。セ
レクタ１１７では、欠陥検出の動作モードか否かで、信号を選択する。セレクタ１１７の
出力は、符号復調器１１４に入力され、データ弁別出力を符号復調するためのタイミング
の基準となる。そして符号復調器１１４からは、符号復調された再生データ出力１２２が
出力される。
【００４２】
このように欠陥検出用データ同期信号検出手段を設けることで、欠陥検出のために通常よ
り拡張されたデータ同期信号５７も検出可能となる。また、データ同期信号５７の検出を
厳密に行うことで、小さな誤り等も出来る限り許容しないようにして、データ同期信号が
書き込まれる可能性のある位置について精度良い欠陥検出が可能となる。具体的なデータ
同期信号の検出方法として、例えば、データ同期信号５７の領域の全ビットが一致したと
きのみデータ同期が出来たとする方法がある。このときのデータ同期信号のおおよその誤
り率は、平均的なビットエラーレートに増加した照合ビット数を乗じたものとなる。これ
は欠陥検出時のデータ同期信号の検出率を低下させることであり、換言すれば、欠陥検出
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時のデータ同期信号の検出誤り率を増加させていることと等価である。前述した特開２０
０１－２１６７４３号公報に開示された再生時にデータ同期信号の検出時における照合部
分をその直前または直後の少なくとも一方の記録データをデータ同期信号の一部として利
用することと類似しているが、データ同期信号の検出性能を意図的に低下させる点で全く
異なる。
【００４３】
さらに、回転変動を考慮した部分を含むデータ同期信号の記録領域の欠陥は、予め検出が
可能となり、データ同期信号が記録される領域に欠陥の無いセクタのみを使用することが
可能となる。従って、実際に情報が記録再生される場合のデータ同期信号の検出において
、欠陥は無いので、ノイズによる信号劣化について考慮すればよい。このため、データ同
期信号の検出誤りが発生しにくく、データ同期信号の検出性能が向上する。そこで、本発
明のデータ同期信号の部分の欠陥検出を実施することによりデータ同期信号の検出性能が
向上する分に対応させて、通常のデータ再生時に使用するデータ同期信号検出器１１５で
の照合ビット数を削減する。これにより、データ同期信号の検出性能を維持したまま、デ
ータ同期信号の領域を減らすことも可能である。そして、データ同期信号の領域を減らし
た分を情報の記録のために使用することが可能である。これにより、フォーマット効率を
向上させ、情報記録再生装置の記録容量を向上させることも可能となる。あるいは、デー
タ同期信号の領域を減らした分で、情報の単位面積当たりの記録密度を低減し、データの
誤りを少なくすることで、データ同期信号の検出性能ばかりでなく、情報記録再生装置の
情報の記録再生の信頼性についても向上させることも可能である。
【００４４】
さらには、データ同期信号の領域に経時的に発生してくる欠陥についても、耐力が向上す
る。欠陥検出時に欠陥を精度良く検出することにより、データ同期信号が記録される領域
に欠陥の無いセクタのみを使用することが可能であり、経時的に欠陥が発生し、拡大する
という要因を少なくすることが可能であるためである。
【００４５】
本発明の第２の実施の形態に係る欠陥検出装置について、図を用いて以下説明する。
【００４６】
再度、図１の一部を用いて、本発明の第２の実施の形態の記録媒体の記録位置とフォーマ
ットについて説明する。本発明の第１の実施の形態では、フォーマット２１に示される欠
陥検出用のデータ同期信号５７を使用した。本発明の第２の実施の形態においては、通常
のデータ再生の場合と同じフォーマット２２の構成を使用する。但し、欠陥検出のための
照合範囲６１で示される範囲にわたって、パターン照合を行いデータ同期検出を行う。具
体的には、ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１の最終部、データ同期信号５２、及びＤＡＴＡ部５３の
先頭部を照合する。欠陥検出をする場合には、データとして既知のものを使用することが
可能であり、照合パターンとして設定することが可能である。欠陥検出のための照合範囲
６１の範囲は、本発明の第１の実施の形態での欠陥検出用のデータ同期信号５７の範囲と
等価とすることで、本発明の第１の実施の形態で説明をした欠陥検出の効果も同様に得ら
れる。尚、データとしてＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１のパターンとＤＡＴＡ部５３の先頭部を同
じパターンにしても良い。あるいは、欠陥検出がし易いように誤りやすいパターンを選択
し設定することで、欠陥検出の精度を上げることもできる。
【００４７】
次に図２を用いて、必要な照合パターン長について説明する。図２の記録媒体１４は、記
録媒体上で実際に情報が記録されるトラックの一部分を抜き出して図示したものである。
トラック３４には、情報の記録再生に適さない欠陥４４が図示する部分にある。このトラ
ック３４に実際に情報が記録されるときのフォーマットの例がフォーマット２３～フォー
マット２５である。各フォーマットには、それぞれＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１、データ同期信
号５２及びＤＡＴＡ部５３が示されている。また、欠陥検出のための照合範囲６１もそれ
ぞれ示されている。フォーマット２３～フォーマット２５の違いは、記録されるときの記
録媒体１４との相対的な位置関係である。フォーマット２３は前側に記録された例であり

10

20

30

40

50

(9) JP 4017883 B2 2007.12.5



、フォーマット２５は後側に記録された例であり、フォーマット２４は平均的な位置に記
録された例である。欠陥検査のためのデータを記録する場合の変動を表している。欠陥検
出時に回転変動等により、フォーマット２３のように記録された場合にも通常のデータの
記録再生時の回転変動分を考慮しなければならない。具体的には、最悪の場合に通常のデ
ータはフォーマット２５のような位置に記録されることも考えられる。このときのデータ
同期信号５２が書き込まれる位置に対しても欠陥検出時に検出できなくてはならない。従
って、欠陥検出のための照合範囲６１の後側はフォーマット２５のデータ同期信号５２ま
で含む長さとなる。同様に、欠陥検出時に回転変動等により、フォーマット２５のように
記録された場合にも通常のデータの記録再生時の回転変動分を考慮しなければならない。
具体的には、最悪の場合に通常のデータはフォーマット２３のような位置に記録されるこ
とも考えられる。このときのデータ同期信号５２が書き込まれる位置に対しても欠陥検出
時に検出できなくてはならない。従って、欠陥検出のための照合範囲６１の前側はフォー
マット２３のデータ同期信号５２まで含む長さとなる。これはデータ同期信号５２の前後
それぞれに許容する回転変動等の範囲の２倍の長さが必要であることを表す。但し、これ
は欠陥検出時も通常のデータの記録再生でも同じ量の回転変動等が発生するとした場合で
ある。欠陥検出は装置の製造段階で行われるものであり、変動の要因となるものを出来る
だけ排除し、安定させた状態で行われるのが通常である。従って、欠陥検出の変動量は通
常の記録再生に比べ十分に小さくすることが可能である。理想的には、変動がないことで
ある。これらのことを考慮すると、少なくともデータ同期信号５２の前後それぞれに通常
の記録再生時に許容する回転変動等の範囲分の長さが必要である。このことはまた別の考
え方を可能にする。つまり、欠陥検出時に回転変動等を最小にするために多くの設備投資
を行って実現する方法と、データ同期信号５２の前後それぞれに許容する回転変動等の範
囲の２倍の長さについて欠陥検出が可能であるようにすることで特別の設備を使用しない
（設備投資をしなくて済む）方法が可能となる。このことは、第１の実施の形態を含む他
の実施の形態でも同様である。
【００４８】
次に図４を用いて、第２の実施の形態のタイムチャートについて説明する。図４は、図１
に示されるフォーマット２２によって欠陥検出を実施する場合のタイムチャートを表す。
フォーマット２２のように記録されたデータを再生した再生信号１０２がある。再生信号
１０２は、再生動作のためのＲＧ１０３がアクティブになると、フォーマット２２のＰＬ
Ｏ＿ＳＹＮＣ５１、データ同期信号５２、ＤＡＴＡ部５３のそれぞれに対応する再生信号
のＰＬＯ＿ＳＹＮＣ１５１、データ同期信号１５２、ＤＡＴＡ部１５３が再生される。こ
の時、再生信号１０２内のＰＬＯ＿ＳＹＮＣ１５１の最終部、データ同期信号１５２及び
ＤＡＴＡ部１５３の先頭部のパターンの欠陥検出のための照合範囲６２についてパターン
照合をして同期検出をする必要がある。そのための遅れたイネーブル信号１０４があり、
この期間内に欠陥検出のための照合範囲６２が検出されれば欠陥検出時のＳＹＮＣ検出出
力１０６を出力する。欠陥検出時のＳＹＮＣ検出出力１０６により、データ同期信号１６
２とＤＡＴＡ部１５３が符号復調等をされた信号のＤＡＴＡ部１５４を含む再生データ出
力１０８を出力する。
【００４９】
欠陥検出時のＳＹＮＣ検出出力１０６が出力されれば、データ同期信号５２を含む欠陥検
出のための照合範囲６２の部分には欠陥がない。第１の実施の形態と同様に、イネーブル
信号１０４は欠陥検出ではない通常のデータ再生に於けるデータ同期信号１５２よりも欠
陥検出のための照合範囲６２が拡張されていることにより、データ同期信号１５２の検出
のためのイネーブル信号に対して遅く出す必要がある。さらに、再生信号のＤＡＴＡ部１
５３の先頭から復調するためには、ＤＡＴＡ部１５３の信号も遅延させておく必要がある
。遅延させる量は遅延時間６８で示されるように、欠陥検出のための照合範囲６２として
使用するＤＡＴＡ部１５３の先頭部の長さに一致する。
【００５０】
通常のデータの再生に於けるデータ同期信号１５２を検出するためのイネーブル信号１０
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９、ＳＹＮＣ検出出力１１０、再生データ出力１１１は、図示したようになる。
【００５１】
次に図６を用いて、第２の実施の形態の欠陥検出装置の構成について説明する。図６は、
欠陥検出装置のためのデータ同期信号検出手段を含む再生系の構成を説明する図である。
図１のフォーマット２２のように構成された情報を再生し、再生データ入力１２０として
等化器１１２に入力する。等化器１１２では、信号を等化して出力する。データ弁別器１
１３は、等化器出力を入力してデータ弁別を行い、データ弁別結果を出力する。データ弁
別出力は、セレクタ１１９、遅延器１１８、データ同期信号検出器１１５及び欠陥検出用
データ同期信号検出器１２５に入力する。データ同期信号検出器１１５は、通常のデータ
再生時に使用するデータ同期信号検出手段であり、イネーブル信号１２１が入力されてい
る。この他に必要であればデータ同期信号検出のためのパラメータ等も入力する。欠陥検
出用データ同期信号検出器１２５は、欠陥検出時に使用するデータ同期信号検出手段であ
り、イネーブル信号１２６、照合パターン１２７が入力されている。イネーブル信号１２
６は、通常のデータ再生に於けるイネーブル信号１２１に対して、欠陥検出のための照合
範囲６１として使用するＤＡＴＡ部５３の先頭部の長さ分だけ遅延させたものである。照
合パターン１２７は、欠陥検出のための照合範囲６２のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ１５１の
最終部、データ同期信号１５２及びＤＡＴＡ部１５３の先頭部のパターンをパターン照合
して検出するためのものである。データ同期信号検出器１１５及び欠陥検出用データ同期
信号検出器１２５のそれぞれのデータ同期信号検出出力は、セレクタ１１７に入力される
。遅延器１１８は、データ弁別出力に対して欠陥検出のための照合範囲６２として使用す
るＤＡＴＡ部１５３の先頭部の長さ分の遅延を与える。遅延したデータ弁別出力はセレク
タ１１９に入力される。セレクタ１１９では、データ弁別出力または遅延したデータ弁別
出力のいずれかを選択して出力し、それを符号復調器１１４に入力する。セレクタ１１７
では、欠陥検出の動作モードか否かで、信号を選択する。セレクタ１１７の出力は、符号
復調器１１４に入力され、セレクタ１１９のデータ弁別出力を符号復調するためのタイミ
ングの基準となる。そして符号復調器１１４からは、符号復調された再生データ出力１２
２が出力される。
【００５２】
欠陥検出時には、セレクタ１１７で欠陥検出用データ同期信号検出器１２５の出力を選択
し、セレクタ１１９で遅延したデータ弁別出力を選択する。こうすることで、ＤＡＴＡ部
５３の先頭からの信号に対して符号復調がされる。また、通常の再生時には、セレクタ１
１７でデータ同期信号検出器１１５の出力を選択し、セレクタ１１９で遅延していないデ
ータ弁別出力を選択する。こうすることで、ＤＡＴＡ部５３の先頭からの信号に対して正
しく符号復調がされる。欠陥検出時と通常の再生時では、符号復調された再生データ出力
１２２の出力タイミングが異なる。このように欠陥検出用データ同期信号検出手段を設け
ることで、欠陥検出のために通常より拡張された範囲でのパターン照合による検出が可能
となる。また、欠陥検出のための照合範囲６２の検出を厳密に行うことで、小さな誤り等
も出来る限り許容しないようにして、データ同期信号が書き込まれる可能性のある位置に
ついて精度良い欠陥検出が可能となる。具体的なデータ同期信号の検出方法として、例え
ば、欠陥検出のための照合範囲６２の領域の全ビットが一致したときのみデータ同期が出
来たとする方法がある。
【００５３】
次に本発明の第３の実施の形態に係る欠陥検出装置について、図を用いて以下説明する。
【００５４】
本発明の第３の実施の形態は、本発明の第２の実施の形態と同様に図１の通常のデータ再
生の場合と同じフォーマット２２の構成を使用する。また、データ同期信号の検出も通常
のデータ再生の場合と同様に行う。但し、欠陥検出のための照合範囲６１で示される範囲
にわたって、別途パターン照合を実施し、エラーの有無を検出する。具体的には、ＰＬＯ
＿ＳＹＮＣ５１の最終部、データ同期信号５２、及びＤＡＴＡ部５３の先頭部についてパ
ターン照合する。この場合も欠陥検出を行うので、データとして既知のものを使用するこ
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とが可能であり、照合パターンとして設定することが可能である。欠陥検出のための照合
範囲６１の範囲は、本発明の第１の実施の形態での欠陥検出用のデータ同期信号５７の範
囲と等価とすることで、本発明の第１の実施の形態で説明した欠陥検出の効果も同様に得
られる。尚、データとしてＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１のパターンとＤＡＴＡ部５３の先頭部を
同じパターンにしても良い。
【００５５】
次に図７を用いて、第３の実施の形態の欠陥検出装置の構成について説明する。図７は、
欠陥検出装置のためのデータ同期信号検出手段を含む再生系の構成を説明する図である。
図１のフォーマット２２のように構成された情報を再生し、再生データ入力１２０として
等化器１１２に入力する。等化器１１２では、信号を等化して出力する。データ弁別器１
１３は、等化器出力を入力してデータ弁別を行い、データ弁別結果を出力する。データ弁
別出力は、符号復調器１１４、データ同期信号検出器１１５及び欠陥検出用パターン照合
手段１３０に入力する。データ同期信号検出器１１５は、通常のデータ再生時に使用する
データ同期信号検出手段であり、イネーブル信号１２１が入力されている。この他に必要
であればデータ同期信号検出のためのパラメータ等も入力する。データ同期信号検出器１
１５のデータ同期信号検出出力は、符号復調器１１４に入力され、データ弁別出力を符号
復調するためのタイミングの基準となる。そして符号復調器１１４からは、符号復調され
た再生データ出力１２２が出力される。欠陥検出用パターン照合手段１３０は、欠陥検出
時にデータ弁別結果の誤りの有無を検出するものであり、イネーブル信号１２８、照合パ
ターン１２９が入力されている。イネーブル信号１２８は、通常のデータ再生に於けるイ
ネーブル信号１２１に対して、欠陥検出のための照合範囲６１として使用するＤＡＴＡ部
５３の先頭部の長さ分だけ遅延させたものである。照合パターン１２９は、欠陥検出のた
めの照合範囲６１のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１の最終部、データ同期信号５２及びＤＡ
ＴＡ部５３の先頭部のパターンとパターン照合して検出するためのものである。イネーブ
ル信号１２８がアクティブな期間にデータ弁別出力と照合パターン１２９とを照合して一
致するところがなければ、誤りが発生しているとして欠陥検出出力１３１を出力する。欠
陥検出出力１３１が出力された場合には、仮にデータ再生が出来たとしても欠陥が検出さ
れたとすることで、データ同期信号の部分の欠陥検出が精度良く実施できる。
【００５６】
図８は、本発明の第４の実施の形態であり、欠陥検出方法のフローチャートを表している
。
【００５７】
欠陥検出の処理は、ステップ１７０から開始され、ステップ１７１で欠陥検査用にデータ
再生の準備をする。ここでは、例えば、データを読み出すためのパラメータの設定、欠陥
検出のための誤り訂正のための訂正数の設定、当該データセクタ（トラック）ヘのシーク
および記録系による検査データの書込等が行われる。準備が完了したら、ステップ１７２
で再生系にて検査データの再生をする。このとき、ＰＬＬの引き込み、データ同期信号の
検出等を含む一連の再生動作が行われる。データ同期信号検出が出来たかどうかを、ステ
ップ１７３で判定する。ここでのデータ同期信号の検出は、前述の第１の実施の形態～第
３の実施の形態にもあるように、通常のデータ同期信号よりも長い欠陥検出のためのデー
タ同期信号、あるいはＰＬＯ＿ＳＹＮＣの最終部分、データ同期信号、ＤＡＴＡ部の先頭
部分を含む広い範囲でのパターン照合による本発明のデータ同期信号検出を意味する。
【００５８】
ステップ１７３でデータ同期信号検出が出来た場合には、更にデータが正しく読み出せた
かどうかを、ステップ１７４で判定する。誤り訂正符号による訂正も含め、正しく読めた
かどうかを判定する。ここでの誤り訂正符号による誤りの訂正数は、欠陥検出の品質に影
響するので、適切な値を設定することが重要である。ステップ１７４で正しく読み出せた
場合には、ステップ１７５でデータ同期信号部分に関する欠陥検出出力がないかを判定す
る。ステップ１７３でのデータ同期信号の検出が、通常のデータ同期信号よりも長い欠陥
検出のためのデータ同期信号、あるいはＰＬＯ＿ＳＹＮＣの最終部分、データ同期信号、
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ＤＡＴＡ部の先頭部分を含むデータ同期信号検出をする場合には、ステップ１７５はなく
ても良い。ステップ１７３でのデータ同期信号の検出が、リトライも含む通常のデータ同
期信号検出であれば、ステップ１７５でデータ同期信号部分に関する欠陥検出を実施する
ことが必須となる。ステップ１７５でデータ同期信号部分に関する欠陥検出出力がないと
きには、ステップ１７９で欠陥検査の対象となる全セクタが終了したかを判定する。全て
のセクタの欠陥検査が終了したらステップ１８１で終了する。
【００５９】
ステップ１７９で全てのセクタの欠陥検査が終了していなければ、ステップ１８０で次の
セクタの処理に移る。そして再びステップ１７１からの処理を繰り返す。また、ステップ
１７３で判定した結果、データ同期信号検出が出来なかった場合、ステップ１７４で判定
した結果、誤りが多くデータが正しく再生出来なかった場合、ステップ１７５で判定した
結果、データ同期信号部分で欠陥検出出力があった場合のいずれかが発生した場合には、
ステップ１７６で当該セクタに対する欠陥検出処理を実行した回数をカウントする。そし
てステップ１７７で欠陥検出処理を実行した回数が制限回数以内であるかを判定し、制限
回数以内であればステップ１７２からの処理を繰り返す。ステップ１７６、ステップ１７
７の処理は、１セクタに対しての欠陥検出処理を複数回試みることを前提としており、１
回の検出で欠陥と判定する場合には、ステップ１７６、ステップ１７７の処理は不要であ
る。ステップ１７７で欠陥検出処理を実行した回数が制限回数を超えた場合には、ステッ
プ１７８で当該セクタの欠陥として登録する。そしてステップ１７９の終了判定に進む。
【００６０】
ここでは、ステップ１７３で判定した結果、データ同期信号検出が出来なかった場合、ス
テップ１７４で判定した結果、誤りが多くデータが正しく再生出来なかった場合、ステッ
プ１７５で判定した結果、データ同期信号部分で欠陥検出出力があった場合の全ての場合
を同様に扱い、ステップ１７６で当該セクタに対する欠陥検出処理を実行した回数をカウ
ントしているが、ステップ１７３、ステップ１７４、ステップ１７５のそれぞれについて
個別に処理回数をカウントし、ステップ１７３、ステップ１７４、ステップ１７５の判定
結果毎に処理を変えることも可能である。
【００６１】
本発明の第５の実施の形態として、ＵＳＰ５，８４４，９２０に開示されたデータ同期パ
ターンが複数有るようなデータフォーマットの形式にも対応可能である。本発明をそれら
の記録媒体に対して記録再生する場合のフォーマット形式に適用した一例を図９に示す。
【００６２】
図９（Ａ）は、データ同期信号が２カ所に配置される場合である。ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１
、データ同期信号５２、第１のＤＡＴＡ部７７、第２のＰＬＯ＿ＳＹＮＣ７５、第２のデ
ータ同期信号７１、第２のＤＡＴＡ部７８、ＣＲＣ部・ＥＣＣ部５４、ＧＡＰ５５がある
。２つのデータ同期信号のそれぞれの部分について、照合範囲６１、照合範囲６４で示す
部分についての拡張されたデータ同期信号検出を行うか、またはデータ同期信号部分のた
めの欠陥検出をする。
【００６３】
図９（Ｂ）は、図９（Ａ）の例に於いて、第２のＰＬＯ＿ＳＹＮＣ７５を含まない場合で
ある。ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１、データ同期信号５２、第１のＤＡＴＡ部７７、第２のデー
タ同期信号７２、第２のＤＡＴＡ部７８、ＣＲＣ部・ＥＣＣ部５４、ＧＡＰ５５がある。
２つのデータ同期信号のそれぞれの部分について、照合範囲６１、照合範囲６５で示す部
分についての拡張されたデータ同期信号検出を行うか、またはデータ同期信号部分のため
の欠陥検出をする。
【００６４】
図９（Ｃ）は、図９（Ａ）の例に於いて、第１のＤＡＴＡ部７７を含まない場合である。
ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１、データ同期信号５２、第２のＰＬＯ＿ＳＹＮＣ７６、第２のデー
タ同期信号７３、ＤＡＴＡ部５３、ＣＲＣ部・ＥＣＣ部５４、ＧＡＰ５５がある。２つの
データ同期信号のそれぞれの部分について、照合範囲６１、照合範囲６６で示す部分につ
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いての拡張されたデータ同期信号検出を行うか、またはデータ同期信号部分のための欠陥
検出をする。
【００６５】
図９（Ｄ）は、データ同期信号が２カ所に配置される場合であるが、１つがＣＲＣ部・Ｅ
ＣＣ部５４の後に配置される例である。ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ５１、データ同期信号５２、Ｄ
ＡＴＡ部５３、ＣＲＣ部・ＥＣＣ部５４、第２のデータ同期信号７４、ＧＡＰ５５がある
。２つのデータ同期信号のそれぞれの部分について、照合範囲６１、照合範囲６７で示す
部分についての拡張されたデータ同期信号検出を行うか、またはデータ同期信号部分のた
めの欠陥検出をする。
【００６６】
また、これ以外にもここで例挙したものの組み合わせ、データ同期信号の配置する場所の
数をさらに多くしたものも可能である。さらに、サーボ領域によってデータセクタが分離
するスプリットセクタ方式のフォーマットにそれらを適用した構成も可能である。
【００６７】
さらに、本発明の第３の実施の形態と組み合わせることで、実現が容易になる。特に第２
データ同期信号部分において、データ同期信号検出ではなく、欠陥検出のためのパターン
照合をすることで、複雑な処理をする必要がなくなる。
【００６８】
さらに、ここでは２箇所のデータ同期信号の部分について、それぞれに拡張されたデータ
同期信号検出を実施すべき個所も２箇所になるように説明したが、実際には回転変動量に
対応して拡張する長さやのＰＬＯ＿ＳＹＮＣやデータ部の長さとの関係で、拡張されたデ
ータ同期信号検出を実施すべき箇所が重なることも考えられる。そのような場合には、１
つにまとめて実施することも可能である。
【００６９】
図１０は、本発明の第６の実施の形態としての磁気ディスク装置である。第１乃至第５の
実施の形態を使用したものである。
【００７０】
磁気ディスク装置２０１は、磁気ディスク２１１、磁気ヘッド２１２、Ｒ／Ｗ＿ＡＭＰ２
１３、ＨＤＣマイコン２１４、データバッファ２１５、サーボ処理回路２１６、機構系ド
ライバ２１７、ＶＣＭ２１８、モーター２１９、信号処理手段２２０等を持つ。
【００７１】
情報記録媒体である磁気ディスク２１１は、前述した第１乃至第５の実施の形態による欠
陥検出が実施され、データ同期信号部分での欠陥が登録され、情報の記録再生に使用され
るセクタについては、データ同期信号部分については、欠陥が十分に小さなセクタのみを
使用する。また、信号処理手段２２０は、前述した第１乃至第５の実施の形態による欠陥
検出のための記録系および再生系等の手段を含む。特に関連するのは、データ同期信号の
検出部分である。
【００７２】
この構成の磁気ディスク装置２０１は、特にデータ同期信号部分での情報記録媒体の欠陥
検出を精度良く行われたセクタのみを使用することで、データ同期信号の検出誤りの少な
い磁気ディスク装置を実現することができる。
【００７３】
図１４のフローチャートにて、本実施の形態の欠陥検出方法を実施する磁気ディスク装置
の製造工程の一例について説明する。
【００７４】
磁気ディスク、磁気ヘッド等の部品の準備および組立（ステップ４００）の後、当該磁気
ディスク装置２０１に組み込んだ状態での磁気ディスク２１１のサーボパターン書き込み
を行う（ステップ４０１）。
【００７５】
その後、磁気ディスク装置２０１自体の信号処理手段２２０の記録系および再生系等を欠
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陥検出モードにして、図７のフローチャートに例示されるような磁気ディスク２１１にお
ける欠陥検出を実行する（ステップ４０２）。この場合、長いデータ同期信号５７を用い
てデータ同期信号の検出可否等に基づいて磁気ディスク２１１の欠陥の有無を判別するの
で、磁気ディスク２１１の回転変動に起因する後発的かつ潜在的な欠陥も確実に検出でき
、後述のように欠陥領域には交代領域を割り当てることで、磁気ディスク２１１の信頼性
が向上する。
【００７６】
その後、検出された欠陥の位置を避けるような交代領域の割当処理等を含む磁気ディスク
２１１のフォーマットを行う。この時は、通常のフォーマット２２が用いられる（ステッ
プ４０３）。
【００７７】
さらに、ヒートラン等の環境負荷試験を実行し（ステップ４０４）、媒体エラー等が検出
された場合には（ステップ４０５）、ステップ４０３に戻って磁気ディスク２１１の再フ
ォーマット等を実行する。
【００７８】
また、ステップ４０４の環境負荷試験に合格した磁気ディスク装置２０１は出荷される（
ステップ４０６）。
【００７９】
このように、本実施の形態の磁気ディスク装置２０１によれば、磁気ディスク装置２０１
自体の信号処理手段２２０における記録系および再生系を利用して、高精度の磁気ディス
ク２１１の欠陥検査が可能になる。
【００８０】
以上説明したように、本実施の形態の欠陥検出技術によれば、情報記録媒体におけるデー
タ同期信号部分の欠陥検出の精度を上げることで、欠陥によるデータ同期信号部分でのデ
ータ弁別誤りを少なくすることが可能となり、データ同期信号の検出誤りに起因する後続
のデータの再生不能障害を少なくすることが出来る。
【００８１】
また、本実施の形態の欠陥検出技術を用いた欠陥検出装置、情報記録再生装置等のデータ
再生性能を向上させることも可能となる。それを適用した情報記録媒体を使用することで
、データ再生性能を向上させることも可能となる。
【００８２】
さらに、欠陥検出時に欠陥検出用パターン照合手段によりデータ同期信号の前後の領域を
含む範囲でパターン照合を一度で行うことが出来るため、欠陥検出のための工程を軽減す
ることが可能となる。
【００８３】
さらには、データ同期信号の検出性能が向上する分を、データ同期信号の領域を減らすこ
とで、データ同期信号の検出性能を維持することも可能である。この場合は、データ同期
信号の領域を減らした分を正味の情報（データ）の記録のために使用することで、情報記
録媒体のフォーマット効率を向上させ、情報記録再生装置の記録容量を向上させることも
可能となる。あるいは、データ同期信号の領域を減らした分で、情報の単位面積当たりの
記録密度を低減することで、データの誤りを低減させ、データ同期信号の検出性能ばかり
でなく、情報記録再生装置の情報の記録再生の信頼性についても向上させることも可能で
ある。
【００８４】
さらには、データ同期信号の領域に経時的に発生してくる欠陥についても、欠陥検出時に
潜在的な欠陥を精度良く検出して顕在化させることにより、情報記録再生装置の出荷後に
おける障害の発生要因を少なくすることが可能である。
【００８５】
本願の特許請求の範囲に記載された発明を見方を変えて表現すれば以下の通りである。
【００８６】
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（１）．欠陥検出を行う情報記録媒体と、
該情報記録媒体から記録情報を再生する再生手段と、
前記再生手段からのクロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号とそれに続くデータ同期
をとるためのデータ同期信号とそれに続くデータ信号とを含む入力データを入力して前記
入力データのデータ弁別を行う弁別手段と、
前記弁別手段から出力された弁別ビット列によりデータ同期を検出するデータ同期信号検
出手段と、
前記データ同期信号検出手段から出力されたデータ同期信号検出出力の信号のタイミング
により前記弁別手段から出力される弁別ビット列のデータ信号を出力するデータ出力手段
とを備え、
前記情報記録媒体の欠陥検出時には、リトライを含む通常の記録情報の再生時のデータ同
期信号よりも長いデータ同期信号を使用してデータ同期検出を実施し、
データ同期検出が出来ない場合に情報記録媒体の欠陥として検出することを特徴とする欠
陥検出装置。
【００８７】
（２）．前記欠陥検出時の長いデータ同期信号は、リトライを含む通常の記録情報の再生
時のデータ同期信号と、
その前側及び後側にデータ同期信号部分を延長して設けたことを特徴とする項目（１）に
記載の欠陥検出装置。
【００８８】
（３）．前記欠陥検出時の長いデータ同期信号は、リトライを含む通常の記録情報の再生
時のデータ同期信号と、
その前側のクロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号の後半部分及び後側のデータ信号
の最初の部分とによって構成されることを特徴とする項目（１）乃至項目（２）に記載の
欠陥検出装置。
【００８９】
（４）．前記情報記録媒体の欠陥検出時にデータ同期信号を構成するデータ信号の最初の
部分は、ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号と同じになるようにしたことを特徴とする項目（１）乃至
項目（３）に記載の欠陥検出装置。
【００９０】
（５）．前記情報記録媒体の欠陥検出時にデータ同期信号として延長する長さを、前記情
報記録媒体が使用される情報記録再生装置での許容される回転変動量に見合った長さとし
たことを特徴とする項目（１）乃至項目（４）に記載の欠陥検出装置。
【００９１】
（６）．欠陥検出を行う情報記録媒体から記録情報を再生するステップと、
クロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号とそれに続くデータ同期をとるためのデータ
同期信号とそれに続くデータ信号とを含む入力データを入力して前記入力データのデータ
弁別を行うステップと、
出力された弁別ビット列によりデータ同期を検出するデータ同期信号検出ステップと、
データ同期信号を検出したタイミングにより弁別ビット列のデータ信号を出力するデータ
出力ステップと、
前記情報記録媒体の欠陥検出時には、リトライを含む通常の記録情報の再生時のデータ同
期信号よりも長いデータ同期信号を使用してデータ同期検出を実施するステップと、
データ同期検出が出来ない場合に情報記録媒体の欠陥として検出するステップとを備えた
ことを特徴とする欠陥検出方法。
【００９２】
（７）．前記欠陥検出時の長いデータ同期信号は、リトライを含む通常の記録情報の再生
時のデータ同期信号と、
その前側及び後側にデータ同期信号部分を延長して設けたことを特徴とする項目（６）に
記載の欠陥検出方法。
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【００９３】
（８）．前記欠陥検出時の長いデータ同期信号は、リトライを含む通常の記録情報の再生
時のデータ同期信号と、
その前側のクロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号の後半部分及び後側のデータ信号
の最初の部分とによって構成されることを特徴とする項目（６）乃至項目（７）に記載の
欠陥検出方法。
【００９４】
（９）．前記情報記録媒体の欠陥検出時にデータ同期信号を構成するデータ信号の最初の
部分は、ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号と同じになるようにしたことを特徴とする項目（６）乃至
項目（８）に記載の欠陥検出方法。
【００９５】
（１０）．前記情報記録媒体の欠陥検出時にデータ同期信号として延長する長さを、前記
情報記録媒体が使用される情報記録再生装置での許容される回転変動量に見合った長さと
したことを特徴とする項目（６）乃至項目（９）に記載の欠陥検出方法。
【００９６】
（１１）．欠陥検出を行う情報記録媒体と、
該情報記録媒体から記録情報を再生する再生手段と、
前記再生手段からのクロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号とそれに続くデータ同期
をとるためのデータ同期信号とそれに続くデータ信号とを含む入力データを入力して前記
入力データのデータ弁別を行う弁別手段と、
前記弁別手段から出力された弁別ビット列によりデータ同期を検出するデータ同期信号検
出手段と、
前記弁別手段から出力された弁別ビット列により欠陥検出を行う欠陥検出用パターン照合
手段と、
前記データ同期信号検出手段から出力されたデータ同期信号検出出力の信号のタイミング
により前記弁別手段から出力される弁別ビット列のデータ信号を出力するデータ出力手段
とを備え、
前記情報記録媒体の欠陥検出時には、前記欠陥検出用パターン照合手段で所定の照合パタ
ーンとパターン照合し、正しい照合結果が得られない場合には、欠陥検出出力を出力し、
欠陥検出出力が出力された場合に情報記録媒体の欠陥として検出することを特徴とする欠
陥検出装置。
【００９７】
（１２）．前記欠陥検出用パターン照合手段で照合する範囲は、リトライを含む通常の記
録情報の再生時のデータ同期信号と、その前側及び後側の部分を含むことを特徴とする項
目（１１）に記載の欠陥検出装置。
【００９８】
（１３）．前記欠陥検出用パターン照合手段で照合する範囲は、データ同期信号長に前記
情報記録媒体が使用される情報記録再生装置での許容される回転変動量に見合った長さを
加えたものとしたことを特徴とする項目（１１）乃至項目（１２）に記載の欠陥検出装置
。
【００９９】
（１４）．欠陥検出を行う情報記録媒体から記録情報を再生するステップと、
クロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号とそれに続くデータ同期をとるためのデータ
同期信号とそれに続くデータ信号とを含む入力データを入力して前記入力データのデータ
弁別を行うステップと、
出力された弁別ビット列によりデータ同期を検出するデータ同期信号検出ステップと、
データ同期信号を検出したタイミングにより弁別ビット列のデータ信号を出力するデータ
出力ステップと、
前記情報記録媒体の欠陥検出時には、前記弁別ビット列と所定の欠陥検出照合パターンと
をパターン照合し、正しい照合結果が得られない場合には、欠陥検出出力を出力するステ
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ップと、
前記欠陥検出出力が出力された場合に情報記録媒体の欠陥として検出するステップとを備
えたことを特徴とする欠陥検出方法。
【０１００】
（１５）．前記欠陥検出照合パターンとパターン照合する範囲は、リトライを含む通常の
記録情報の再生時のデータ同期信号と、その前側及び後側の部分を含むことを特徴とする
項目（１４）に記載の欠陥検出方法。
【０１０１】
（１６）．前記欠陥検出照合パターンとパターン照合する範囲は、データ同期信号長に前
記情報記録媒体として使用される情報記録再生装置での許容される回転変動量に見合った
長さを加えたものとしたことを特徴とする項目（１４）乃至項目（１５）に記載の欠陥検
出方法。
【０１０２】
（１７）．欠陥検出を行う情報記録媒体と、
該情報記録媒体から記録情報を再生する再生手段と、
前記再生手段からのデータ同期をとるためのデータ同期信号とそれに続くデータ信号とを
含む入力データを入力して前記入力データのデータ弁別を行う弁別手段と、
前記弁別手段から出力された弁別ビット列によりデータ同期を検出するデータ同期信号検
出手段と、
前記データ同期信号検出手段から出力されたデータ同期信号検出出力の信号のタイミング
により前記弁別手段から出力される弁別ビット列のデータ信号を出力するデータ出力手段
とを備え、
前記情報記録媒体の欠陥検出時には、リトライを含む通常の記録情報の再生時のデータ同
期信号の検出性能よりも検出性能の悪い（検出誤りを起こし易い）データ同期信号を使用
してデータ同期検出を実施し、
データ同期信号が検出出来ない場合に情報記録媒体の欠陥を検出することを特徴とする欠
陥検出装置。
【０１０３】
（１８）．欠陥検出時のデータ同期信号として、リトライを含む通常の記録情報の再生時
のデータ同期信号よりも長いデータ同期信号を使用してデータ同期検出を実施し、
データ同期検出が出来ない場合に情報記録媒体の欠陥として検出された位置を情報記録領
域として使用しないことを特徴とする情報記録媒体。
【０１０４】
（１９）．クロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号とそれに続くデータ同期をとるた
めのデータ同期信号とそれに続くデータ信号とを含む弁別された弁別ビット列を入力して
データ同期信号を検出する第１のデータ同期信号検出手段と、
前記弁別ビット列を入力してデータ同期信号を検出する第２のデータ同期信号検出手段と
、
前記第１のデータ同期信号検出手段からの第１のデータ同期検出出力と前記第２のデータ
同期信号検出手段からの第２のデータ同期検出出力とを入力し、何れかの信号を選択する
セレクタと、
前記セレクタの出力信号のデータ同期信号検出出力タイミングにより前記弁別ビット列中
のデータ信号を出力するデータ出力手段とを備え、
前記第２のデータ同期信号検出手段でのデータ同期信号を検出するためのデータ照合範囲
が前記第１のデータ同期信号検出手段でのデータ同期信号を検出するためのデータ照合範
囲よりも広いことを特徴とするデータ同期信号検出装置。
【０１０５】
（２０）．クロック同期のためのＰＬＯ＿ＳＹＮＣ信号とそれに続くデータ同期をとるた
めのデータ同期信号とそれに続くデータ信号とを含む弁別された弁別ビット列を入力して
データ同期信号を検出する第１のデータ同期信号検出手段と、
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前記弁別ビット列を入力してデータ同期信号を検出する第２のデータ同期信号検出手段と
、
前記弁別ビット列を入力し所定時間分遅延させる遅延手段と、
前記弁別ビット列と前記遅延手段の出力とを入力し、何れかの信号を選択する第１のセレ
クタと、
前記第１のデータ同期信号検出手段からの第１のデータ同期検出出力と前記第２のデータ
同期信号検出手段からの第２のデータ同期検出出力とを入力し、何れかの信号を選択する
第２のセレクタと、
前記第２のセレクタの出力信号のデータ同期信号検出出力タイミングにより前記第１のセ
レクタの出力信号の弁別ビット列中のデータ信号を出力するデータ出力手段とを備え、
前記第２のデータ同期信号検出手段でのデータ同期信号を検出するためのデータ照合範囲
が前記第１のデータ同期信号検出手段でのデータ同期信号を検出するためのデータ照合範
囲よりも広いことを第１の特徴とし、
前記第２のセレクタに於いて前記第２のデータ同期検出出力信号であるデータ同期信号検
出出力を選択するときには、前記第１のセレクタに於いて前記遅延手段の出力信号を選択
するように動作し、あるいは、前記第２のセレクタに於いて前記第１のデータ同期検出出
力信号であるデータ同期信号検出出力を選択するときには、前記第１のセレクタに於いて
前記弁別ビット列の出力信号を選択するように動作することを第２の特徴とするデータ同
期信号検出装置。
【０１０６】
（２１）．前記項目（１）乃至項目（５）、前記項目（１１）乃至項目（１３）及び前記
項目（１７）に記載のいずれかの欠陥検出装置により欠陥検出が行われた情報記録媒体と
、
前記情報記録媒体に情報を記録する情報記録手段と、
前記情報記録媒体から情報を再生する情報再生手段と、
を備え、
前記情報再生手段には、前記項目（１９）乃至項目（２０）に記載の何れかのデータ同期
信号検出装置または前記項目（１１）乃至項目（１３）に記載の何れかの欠陥検出装置を
含むことを特徴とした情報記録再生装置。
【０１０７】
（２２）．前記項目（１８）に記載の情報記録媒体と、
前記情報記録媒体に情報を記録する情報記録手段と、
前記情報記録媒体から情報を再生する情報再生手段と、
を備えた情報記録再生装置。
【０１０８】
（２３）．前記項目（２１）乃至項目（２２）に記載のいずれかの情報記録再生装置に於
いて、情報を磁気的変化により記録または再生することを特徴とする磁気ディスク装置。
【０１０９】
（２４）．データ同期信号部分を１ビット以上短縮し、該短縮したビット数分の記録領域
を情報記録領域として使用し、情報記録量を増加させたことを特徴とする前記項目（２３
）に記載の磁気ディスク装置。
【０１１０】
（２５）．データ同期信号部分を１ビット以上短縮し、該短縮したビット数分の記録領域
を情報記録領域として使用し、単位面積当たりの情報記録密度を低下させたことを特徴と
する前記項目（２３）に記載の磁気ディスク装置。
【０１１１】
（２６）．データ同期信号が記録される可能性のある部分の欠陥検出を１度に実施出来る
ことを特徴とする前記項目（１）乃至項目（５）、前記項目（１１）乃至項目（１３）に
記載の欠陥検出装置。
【０１１２】
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（２７）．データ同期信号が記録される可能性のある部分の欠陥検出を１度に実施出来る
ことを特徴とする前記項目（６）乃至項目（１０）、前記項目（１４）乃至項目（１６）
に記載の欠陥検出方法。
【０１１３】
以上本発明者によってなされた発明を実施の形態に基づき具体的に説明したが、本発明は
前記実施の形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で種々変更可能で
あることはいうまでもない。
【０１１４】
たとえば上述の説明では、磁気ディスク装置を例にして、本発明による欠陥検出装置につ
いて説明してきたが、光磁気ディスク装置、光ディスク装置、フレキシブルディスク装置
等にも用いることも可能である。また、欠陥検出装置を信号処理回路に組み込むこと、さ
らにそれを集積回路とすることも可能である。
【０１１５】
【発明の効果】
情報記録媒体においてデータ同期信号の記録される可能性のある位置の欠陥検査を精度良
く行うことで、潜在的な媒体欠陥を顕在化させ、情報記録媒体の信頼性を向上させること
ができる、という効果が得られる。
【０１１６】
情報記録媒体の欠陥検査を行うための処理時間を短縮することができる、という効果が得
られる。
【０１１７】
データ同期信号の信頼性の改善による記録データの信頼性の向上、およびデータ同期信号
の信頼性の改善量に見合った分のデータ同期信号部分の領域の削減によるフォーマット効
率の向上を実現することができるという効果が得られる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の欠陥検出方法の第１の実施の形態における記録媒体の欠陥位置とフォー
マットの関係の一例を従来の参考技術の場合の比較して説明する概念図である。
【図２】本発明の欠陥検出方法の第２の実施の形態におけるデータ同期信号部の欠陥検出
のために必要な照合パターンの作用の一例について説明する概念図である。
【図３】本発明の欠陥検出方法の第１の実施の形態におけるデータ同期信号検出のタイミ
ング制御に用いられる各部の信号とシーケンスを説明するタイムチャートである。
【図４】本発明の欠陥検出方法の第２の実施の形態におけるデータ同期信号検出のタイミ
ング制御に用いられる各部の信号とシーケンスを説明するタイムチャートである。
【図５】本発明の欠陥検出方法の第１の実施の形態を実施する欠陥検出装置の構成の一例
を説明するブロック図である。
【図６】本発明の欠陥検出方法の第２の実施の形態を実施する欠陥検出装置の構成の一例
を説明するブロック図である。
【図７】本発明の欠陥検出方法の第３の実施の形態を実施する欠陥検出装置の構成の一例
を説明するブロック図である。
【図８】本発明の欠陥検出方法の第４の実施の形態の一例を説明するフローチャートであ
る。
【図９】（Ａ）乃至（Ｄ）は、本発明の欠陥検出方法の第２の実施の形態の変形例を種々
のフォーマット形式に適用した例を説明する概念図である。
【図１０】本発明の欠陥検出方法を実施する磁気ディスク装置の構成の一例を説明するブ
ロック図である。
【図１１】本発明の欠陥検出方法の第１の実施の形態を実施する欠陥検出装置の記録系の
構成の一例を示すブロックである。
【図１２】本発明の欠陥検出方法の第１の実施の形態を実施する欠陥検出装置の記録系の
欠陥検出時のタイミング制御の一例を示すタイムチャートである。
【図１３】本発明の欠陥検出方法の第１の実施の形態を実施する欠陥検出装置の記録系の
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通常稼働時のタイミング制御の一例を示すタイムチャートである。
【図１４】本発明の欠陥検出方法を実施する磁気ディスク装置の媒体欠陥検出工程を含む
製造工程の一例を示すフローチャートである。
【図１５】本発明の参考技術の情報記録媒体における従来のフォーマット形式を説明する
概念図である。
【符号の説明】
１１、１２、１３、１４…記録媒体、２１、２２、２３、２４、２５、２６…フォーマッ
ト、３１、３２、３３、３４…トラック、４１、４２、４３、４４…欠陥、５１…ＰＬＯ
＿ＳＹＮＣ、５２…データ同期信号、５３…ＤＡＴＡ部、５４…ＣＲＣ部・ＥＣＣ部、５
５…ＧＡＰ部、５６…ＰＬＯ＿ＳＹＮＣ、５７…データ同期信号、５８…ＤＡＴＡ部、６
１、６２、６４、６５、６６、６７…欠陥検出のための照合範囲、６８…遅延時間、７１
、７２、７３、７４…第２のデータ同期信号、７５、７６…第２のＰＬＯ＿ＳＹＮＣ、７
７…第１のＤＡＴＡ部、７８…第２のＤＡＴＡ部、１０１、１０２…再生信号、１０３…
リードゲート信号（ＲＧ）、１０４、１０９…イネーブル信号、１０５、１０６、１１０
…データ同期検出信号（ＳＹＮＣ検出出力）、１０７、１０８、１１１…再生データ出力
、１１２…等化器、１１３…データ弁別器、１１４…符号復調器、１１５…データ同期信
号検出器、１１６、１２５…欠陥検出用データ同期信号検出器、１１７、１１９…セレク
タ、１１８…遅延器、１２０…再生データ入力、１２２…再生データ出力、１２１、１２
３、１２６、１２８、…イネーブル信号、１２４、１２７、１２９…照合パターン、１３
０…欠陥検出用パターン照合手段、１３１…欠陥検出出力、２０１…磁気ディスク装置、
２０２…上位装置、２１１…磁気ディスク、２１２…磁気ヘッド、２１３…Ｒ／Ｗ＿ＡＭ
Ｐ、２１４…ＨＤＣマイコン、２１５…データバッファ、２１６…サーボ処理回路、２１
７…機構系ドライバ、２１８…ＶＣＭ、２１９…モーター、２２０…信号処理手段、３０
１…符号変調器、３０２…制御回路、３０３…セレクタ、３０４…Ｐ／Ｓ変調器、３０５
…記録補正回路、３１０…ライトゲート信号（ＷＧ）、３１１…ＰＬＯ＿ＳＹＮＣパター
ン、３１２…ＳＹＮＣ＿ＢＹＴＥパターン、３１３…欠陥検出用ＳＹＮＣ＿ＢＹＴＥパタ
ーン、３１４…変調記録データ、３１５…記録データ入力、３１６…制御信号、３１７…
記録データ出力。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

(23) JP 4017883 B2 2007.12.5



【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】
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